
自動運転による地域公共交通実証事業
令和４年度補正予算額：
415億円の内数

＜対象事業者（イメージ）＞
地方公共団体（市町村）及び道路運送事業者等

※ 将来的に「レベル４」の自動運転関連技術を
有することが見込まれる者であること。

＜補助対象経費＞

・事務経費、車両改造・自動運転システム構築費
自動運転システムの開発、車両改造、協議会・説明開催経費など

・実証運行の経費
相当長期間（一年以上）にわたる運行を行う場合の経費

○実証のポイント
・ 自動運転による地域のモビリティ確保や財政的な持続可能性の検証
（公共交通のサービス形態・水準、事業実施に必要となる体制・要員、資金調達・運賃）

・ 自動運転技術の経営面、技術面の妥当性及び社会的受容性 等

国

市町村

地方公共団体が地域づくりの一環として行うバスサービスの自動運転（レベル４）について、持続
可能性（経営面、技術面、社会的受容性等）を検証するため、一年程度の長期にわたる実証事業
として支援

自動運転・隊列走行BRT イメージ
（ソフトバンクHPより）

運送事業者
自動運転
関連事業者

＜対象事業のイメージ＞

・鉄道の廃線跡における自動走行BRT

・定時定路線型の自動運転移動サービス

・域内の特定のポイント間で運行するデマンド型の自動運転移動サービス


